
障
が
い
者
の
社
会
参
加
の
機
会

拡
充
が
急
が
れ
て
い
る
。

　

２
０
１
２
年
、
障
害
者
総
合
支
援
法

が
制
定
さ
れ
た
。
障
が
い
者
が
住
み
慣

れ
た
地
域
で
暮
ら
し
、
必
要
な
支
援
を

受
け
ら
れ
、
障
が
い
の
有
無
に
よ
っ
て

分
け
隔
て
ら
れ
る
こ
と
が
な
い
共
生
社

会
を
目
指
す
こ
と
が
う
た
わ
れ
、
自
治

体
は
社
会
的
障
壁
の
除
去
に
努
め
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
昨
年
の
障
害

者
総
合
支
援
法
の
改
正
に
よ
り
、
来
年

度
か
ら
実
施
さ
れ
る
が
、
生
活
と
就
労

の
支
援
を
よ
り
一
層
充
実
さ
せ
る
た

め
、
新
サ
ー
ビ
ス
創
設
お
よ
び
既
存
サ

ー
ビ
ス
の
充
実
が
行
わ
れ
る
こ
と
へ
の

障
が
い
者
の
理
解
は
、
な
か
な
か
進
ん

で
い
な
い
。

　

現
在
、
町
で
は
幕
別
町
障
が
い
者
福

祉
計
画
と
第
５
期
幕
別
町
障
が
い
福
祉

計
画
が
策
定
さ
れ
、
来
年
度
か
ら
実
施

と
な
る
が
、
さ
ら
に
進
ん
だ
施
策
が
必

要
と
考
え
る
。

　

つ
い
て
は
、
以
下
の
点
を
伺
う
。

(1)
計
画
策
定
の
基
本
的
な
考
え
方
は
。

(2)
本
町
の
就
労
支
援
の
現
状
と
今
後
に

つ
い
て
。

①
障
が
い
者
の
雇
用
の
実
態
は
。
②
来

年
度
か
ら
法
定
雇
用
率
が
引
き
上
げ
ら

れ
る
こ
と
の
、
事
業
者
へ
の
呼
び
か
け

や
支
援
の
方
策
は
。

(3)
来
年
度
か
ら
創
設
さ
れ
る
新
サ
ー
ビ

ス
の
実
施
体
制
は
。

(1)
次
期
の
計
画
策
定
に
お
け

る
基
本
的
な
考
え
方
は
、
現
計
画
の
基

本
理
念
で
あ
る
自
立
、
社
会
参
加
、
共

生
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
障
が
い
の

あ
る
人
が
地
域
の
中
で
自
立
し
て
暮
ら

せ
る
ま
ち
づ
く
り
、
地
域
に
住
む
人
が

障
が
い
の
有
無
や
老
若
男
女
に
関
わ
ら

ず
、
と
も
に
支
え
合
う
ま
ち
づ
く
り
を

目
指
す
も
の
で
あ
り
、
平
成
30
年
度
か

ら
32
年
度
ま
で
の
３
年
間
を
計
画
期
間

と
す
る
も
の
。
ま
た
、
こ
れ
ま
で
の
計

画
で
は
、
障
が
い
児
支
援
の
提
供
体
制

の
確
保
に
係
る
目
標
、
必
要
な
見
込
み

量
に
つ
い
て
包
含
し
て
い
た
が
、
法
律

の
一
部
改
正
に
よ
り
、
障
が
い
児
支
援

に
係
る
計
画
は
別
途
、
新
た
に
策
定
す

る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
、
第
１
期
幕

別
町
障
が
い
児
福
祉
計
画
と
し
て
策
定

す
る
。

(2)
①
町
で
は
、
事
業
所
雇
用
実
態
調
査

を
行
っ
て
お
り
、
障
が
い
者
の
雇
用
状

況
に
つ
い
て
も
調
査
し
て
い
る
。
本
年

１
月
に
実
施
し
た
調
査
結
果
で
は
、
回

答
の
あ
っ
た
１
７
２
事
業
所
の
う
ち
、

12
・
８
％
の
22
事
業
所
で
25
人
を
雇
用

し
て
お
り
、
そ
の
雇
用
形
態
に
つ
い
て

は
、
常
用
雇
用
11
人
、
臨
時
雇
用
２
人
、

パ
ー
ト
雇
用
12
人
と
な
っ
て
い
る
。

②
平
成
25
年
の
法
改
正
に
よ
り
、
30
年

４
月
１
日
か
ら
の
民
間
企
業
に
お
け
る

障
が
い
者
の
法
定
雇
用
率
は
、
２
％
か

ら
２
・
２
％
へ
引
き
上
げ
と
な
る
。
ま

た
、
障
が
い
者
を
雇
用
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
事
業
主
の
対
象
が
、
従
業
員
50

人
以
上
だ
っ
た
の
が
、
45
・
５
人
以
上

に
な
る
こ
と
に
加
え
、
33
年
４
月
ま
で

の
間
に
は
、
法
定
雇
用
率
が
さ
ら
に
０
・

１
％
引
き
上
げ
ら
れ
る
予
定
で
あ
る
。

　

本
制
度
は
、
障
が
い
者
の
雇
用
を
促

進
す
る
た
め
、
障
害
者
雇
用
納
付
金
制

度
の
ほ
か
、
障
が
い
者
の
雇
用
に
係
る

奨
励
金
や
雇
用
に
当
た
っ
て
必
要
な
施

設
整
備
に
対
す
る
助
成
金
な
ど
、
各
種

助
成
制
度
が
講
じ
ら
れ
て
お
り
、
町
と

し
て
も
、
広
報
紙
を
は
じ
め
商
工
会
を

通
じ
、
町
内
の
事
業
者
に
対
し
積
極
的

に
制
度
を
周
知
し
、
障
が
い
者
の
雇
用

促
進
を
図
っ
て
い
き
た
い
。

(3)
障
が
い
者
が
自
ら
望
む
地
域
で
生
活

を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
「
生
活
」

と
「
就
労
」
に
対
す
る
支
援
の
一
層
の

充
実
と
、
障
が
い
児
支
援
の
ニ
ー
ズ
の

多
様
化
へ
の
き
め
細
や
か
な
対
応
や
サ

ー
ビ
ス
の
質
の
確
保
を
図
る
た
め
、
平

成
28
年
５
月
の
法
改
正
に
よ
り
、
新
た

に
「
自
立
生
活
援
助
」
、
「
就
労
定
着
支

援
」
、
「
居
宅
訪
問
型
発
達
支
援
」
が
創

設
さ
れ
た
。
国
で
は
、
新
た
な
サ
ー
ビ

ス
に
係
る
報
酬
、
基
準
、
対
象
者
な
ど

の
審
議
を
行
っ
て
お
り
、
事
業
所
の
意

向
確
認
を
行
う
段
階
に
ま
で
至
っ
て
い

な
い
。
審
議
状
況
を
見
据
え
な
が
ら
、

実
施
事
業
所
の
情
報
収
集
に
努
め
た

い
。

答問
障
が
い
の
有
無
に
関
わ
ら
ず
支
え
合
う
町
づ
く

り
を
進
め
る

障
が
い
者
に
寄
り
添
っ
た
福
祉
計
画
を

■ 一 般 質 問 ■ 

⓭

問

びよすく [喫茶・売店 ]（役場庁舎

１階：障がいある方の就労支援の場）

板垣　良輔 議員
（日本共産党
幕別町議員団）

町
　
長


